
令和2年9月17日

大阪市福祉局 高齢者施策部高齢福祉課

報告１ 資料①

在宅医療・介護連携推進事業の取組み状況
について

令和2年度 第2回大阪市地域包括支援センター運営協議会



令和元年度

区役所・相談支援室の取組み
状況について



（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進
・地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護
サービスの一体的な提供体制の構築を推進

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援
・情報共有シート等の活用により、医療・介護関係者の情
報共有を支援
・在宅での看取り、急変時の情報共有にも活用

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援
・医療・介護関係者の連携を支援するコーディネーターを
配置し、相談窓口の設置・運営により、連携の取組みを
支援

（高齢者等在宅医療・介護連携相談支援事業として）
地区医師会等に委託

（ア）地域の医療・介護の資源の把握
・地域の医療機関、介護事業所の機能等を情報収集
・情報を整理し、リストやマップ等の必要な媒体を選択し
て共有・活用

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討
・地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、在
宅医療・介護連携の現状を把握・共有し、課題を抽出、
対応策を検討

（カ）医療・介護関係者の研修
・地域の医療・介護関係者がグループワーク等を通じ、他
職種連携の実際を習得
・介護職を対象とした医療関連の研修会を開催

（キ）地域住民への普及啓発
・地域住民を対象にしたシンポジウム等を開催
・パンフレット、区広報紙、HP等を活用した在宅医療・介
護連携に関する普及啓発
・在宅での看取りについての講習会の開催等

区役所を中心に事業実施
健康局を中心に検討

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携
・同一の二次医療圏内にある市区町村や隣接する市町村等が連携して、広域連携が必要な事項について検討

連携

◆国が定める8つの事業項目ー大阪市の取り組み体制

『在宅医療・介護連携
相談支援室』を設置・運営

在宅医療・介護連携推進事業～大阪市の取組み～



（ア）地域の医療・介護の資源の把握
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市民向けマップ等の作成

関係者向けマップ等の作成

1. H30年度以前に作成済 2. R元年度に作成済
3. R2年度以降に作成予定 4. 作成しない

市民向けマップを作成しない理由：他の関係機関が作成・マップナビ大阪を活用



平均：
4.2機関/区

その他：7区で12機関が参画。
通所介護事業者連絡会、障がい者相談支援センター、認知症初期集中支援チーム 等

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 その１

各区在宅医療・介護連携推進会議 医療介護関係者の参加状況（部会等除く）
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医師会
歯科医師会
薬剤師会

区内の病院（医師、看護師、MSW等)

訪問看護ステーション
在宅医療・介護連携コーディネーター

地域包括支援センター
ケアマネ連絡会

訪問介護事業者連絡会

介護施設等代表

社会福祉協議会
民生委員
その他
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（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 その2

推進会議で検討した内容

目標設定・取組評価・進捗管理といった事業評価の項目について検討する区が増えているが全区には
至らず6割程度の現状である。
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Ｈ29年度
Ｈ30年度
Ｒ元年度

Ｈ29年度
Ｈ30年度
Ｒ元年度

Ｈ29年度
Ｈ30年度
Ｒ元年度

【地域における在宅医療介護連携に関する目標の設定について】

【地域における在宅医療介護連携の取組みを評価する】

【地域における在宅医療介護連携の進捗状況について】



推進会議（部会含む）での取組み状況
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【地域の医療・介護関係団体等が参画する会議の地域全体の現状・課題、目指すべき理想像の検討】

課題抽出、対応策の検討をほぼすべての区で実施し、対応策の実施および評価改善を実施した区が増加。

11

10

5

10

8

9

3

6

10

対応策が実施され、評価及び改善を行っている
対応策について具体化されている
対応策について具体化されていない

抽出された課題への対応策の進捗

【異なる職種・団体同士が会する場における、専門職が抱える課題・ニーズの抽出・共有や対応策の検討】

Ｈ29年度

Ｈ30年度

Ｒ元年度



（カ）医療・介護関係者の研修 対応策の実施～その１～

研修会の実施回数

22区 合計78回の研修会を開催。
0回の2区はいずれも新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため開催を中止。

研修テーマ

13 2 6 1 21

（区）

1回 2回 3回 4回 0回

ＡＣＰ
・アドバンス・ケア・プランニング多職種研修会
・人生会議～その人が望む最期を実現するために～

意思決定支援
・ひとり暮らしで意思確認が難しい人の最期に向かう支援について
・ターミナル患者の事例を通して意思決定支援について学ぼう！
・意思表示困難な患者に寄り添う意思決定支援



入退院支援
・暮らしを支える各職種の役割と機能の理解

～退院時に「つなぐ」ために～

認知症への
対応

・認知症、看取りの際の意思決定
・認知症支援のための事例検討会
・ひとりぐらし認知症高齢者の気持ちに寄り添う在宅支援を考える

連携
・これからの医療と介護の連携をどうすすめるか
・医療職との上手な連携
・本人主体の看取りを考えるそれぞれの役割と効果的な連携

その他
・お口の健口のために～口腔ケアについて～
・地域連携と栄養管理
・ポリファーマシー



（キ）地域住民への普及啓発 対応策の実施～その２～

講演会・研修会

広報紙・ホームページ

ACP
・これからのＡＣＰを考えよう
・自分の最期は自分で決めよう
・『もしバナゲーム』を使った地域学習会

在宅医療と介護
・かかりつけ医を持ちましょう
・ご存知ですか在宅医療
・医療と介護が必要になったときのくらし

認知症 ・認知症の予防・理解
・認知症と在宅支援について

その他 ・歯科医師会、薬剤師会からの講話

診療所、病院の各代表と
区長との対談 ・住み慣れた地域で暮らし続ける



診療所医師とケアマネジャー
との対談

・在宅医療と介護の連携を推進し
皆さんの暮らしを支えます

在宅医療を選択した方の
体験談を募集し紹介

・自宅で手をつないで笑顔で逝った主人
・母を一人にしたくない思いで在宅医療を決意

リーフレット

・もしもの時のために
・安心して住み続けるために



（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進 対応策の実施～その３～
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4. 訪問診療・往診を提供する医療機関と訪
問看護St.との連携体制構築への取組

3. 在宅療養中の利用者の急変時診療医療機
関や後方病床の確保に向けた取組

2. 主治医・副主治医制の導入・推進に向け
た取組

1. 区民が必要とする切れ目のない在宅医
療・介護のサービス提供体制のニーズ、あり

方の検討

1. H30年度以前に実施している 2. Ｒ元年度に実施している
3. Ｒ2年度に実施予定 4. 現時点では未着手
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平成30年度
未着手



入退院支援

【局面ごとの取組み例】

・ケアマネジャーから病院への入院時情報提供は増えたが、病院からは情報提供できてい
ない。 ➡事前アンケートを実施し、多職種研修を開催。

・区内では救急病院・地域包括ケア病棟が少なく他区への入院となる場合が多い。
➡近隣区を含めた病診連携の会を開催。

・ケアマネジャー等は退院支援の実際を知らない。
➡病院内を見学する『病院ツアー』を開催し病院の退院支援の現状を伝えた。

・区内病院のつながる場がない➡区内病院の情報交換連絡会を開催。

日常生活療養（緊急時含む）
・病院の従事者が在宅医療や訪問看護についての知識がないために在宅医療につなげない事
例が多いことが考えられる。➡病院へ在宅医が病院へ出向いて研修会を実施。

・年末年始、連休等の対応に向けてのバックアップ体制について検討。
・多職種がお互いの役割への理解が乏しく。共通認識を持った上での支援方針の決定が困難。

➡多職種研修会の開催。

・関係機関（団体）へのアンケートから看取りに関する課題等を把握。

・多職種でＡＣＰをテーマに区民啓発講座の企画・実行

看取り

《令和元年度 実績報告書より》
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5. ４で導入した情報共有ツールの活用状況
や効果についての評価や改善

4. 情報共有ツールの導入や利用促進

3. 地域で充実又は作成するべき情報共有
ツールの検討

2. 現在使用されている情報共有ツールやそ
の活用状況の確認

1. 医療・介護関係者間で共有すべき情報や
情報共有のニーズ、共有方法の検討

1. H30年度以前に実施している 2. Ｒ元年度に実施している
3. Ｒ2年度に実施予定 4. 現時点では未着手

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 対応策の実施～その４～
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平成30年度
未着手



（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 対応策の実施～その５～

個別ケース相談（相談者別内訳） 相談件数 2532件

病院地域医療連携室、介護支援専門員、地域包括支援センターからの相談が多い。
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④病院 地域連携相談室

⑤訪問看護

⑥介護支援専門員

⑦地域包括支援センター

⑧ ⑥⑦以外の介護関係事業所

⑨認知症初期集中支援チーム

⑩他区在宅医療・介護連携支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

⑪区役所・保健福祉センター

⑫区民

⑬その他

H29年度

H30年度

R元年度

【相談件数】
Ｈ29年度：2456件
Ｈ30年度：2554件

【その他】
・基幹型障がい者相談センター
・基幹型以外の障がい者支援事業所
・自立支援相談窓口
・見守り相談室
・他市の在宅医療・介護連携相談支援室 等



個別ケース相談（相談内容別内訳：複数回答）

【医療に関すること(内訳）】 【介護に関すること(内訳）】

『退院支援に関すること』
がＨ30年度に比し82件増加
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会議・研修会等への参加

Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度

1873 2012 2120

713 721 727

1160 1291 1393

（再掲）地域ケア会議 203 196 144

会議出席回数

市・区の会議、研修会

関係機関との会議、研修会内訳



令和元年度　在宅医療・介護連携推進事業　取組み状況　（概要）
北 都島 福島 此花 中央 西 港 大正 天王寺 浪速 西淀川 淀川 東淀川 東成 生野 旭 城東 鶴見 阿倍野 住之江 住吉 東住吉 平野 西成 集計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

２：関係者向けマップ等の作成 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 4 1 2 1 1 1 1 1 1
１．21区　２．2区
３．0区　４．1区

３：市民向けマップ等の作成 1 4 2 1 1 1 1 1 4 1 1 1 1 1 4 4 1 2 4 4 1 1 1 4
１．15区　２．2区
３．0区　４．7区

１：会議体の設置方法
1.　既存の会議体を活用
2.　新規の会議体を設置 1 1 1 1 2 2 1 1 1 2 2 2 1 2 1 1 1 1 1 1 2 2 1 1

１．16区
２．8区

開催回数 2回 5回 0回 0回 2回 1回 3回 4回 1回 5回 4回 1回 3回 2回 6回 2回 5回 3回 2回 1回 3回 3回 5回 4回 0回～6回

４：会議体の部会
部会・ワーキンググループを設置
　1．あてはまる
　2．あてはまらない

1 1 1 1 2 1 2 1 2 2 1 1 2 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1
１．18区
２．6区

1.　既存情報やデータ、在宅医療・介護連携に関連する既存
の取組の集約・整理 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 2 1 1 1 1

１．21区　２．3区
３．0区　４．0区

2.　1で集約・整理した情報に基づく,区役所内部での課題分
析や推進方針の検討 1 1 2 1 2 1 1 1 4 3 1 1 1 2 1 1 1 3 1 3 3 1 1 1

１．16区　２．3区
３．4区　４．1区

3.　個別の医療・介護関係団体へのヒアリング等による、各
専門職における課題の抽出・共有や、対応策の検討 2 1 2 1 1 1 1 1 1 3 1 1 1 1 1 2 2 1 1 3 2 1 1 1

１．17区　２．5区
３．2区　４．0区

4.　異なる職種・団体同士が会する場における、専門職が抱
える課題・ニーズの抽出・共有や、対応策の検討 2 1 2 1 1 1 1 1 1 2 1 1 2 1 2 2 2 1 1 1 2 1 1 1

１．16区　２．8区
３．0区　４．0区

5.  地域の医療・介護関係団体等が参画する会議の地域全
体の現状・課題,目指すべき理想像の検討 2 1 2 2 2 1 2 1 1 2 1 2 1 1 1 2 1 1 1 1 3 1 1 1

１．15区　２．8区
３．1区　４．0区

1.　地域の医療・介護にかかわる資源の充足状況について 1 2 1 1 1 1 2 1 2 1 1 1 1 2 1 1 1 2 1 1 2 1 1 1 １．18区　２．6区

2.　在宅医療・介護連携の取組の状況について 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １．24区　２．0区

3.　情報共有のルールの策定について 1 2 1 1 2 1 1 2 2 1 1 1 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 １．16区　２．8区

4.　切れ目のない在宅医療・介護連携の提供体制の構築に
ついて

1 1 1 1 2 1 1 1 2 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １．21区　２．3区

5.　医療・介護のネットワークづくりについて 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １．23区　２．1区

6.　医療・介護の関係者や連携担当者の顔の見える関係づ
くりについて

1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １．23区　２．1区

7.　地域住民への普及啓発について 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １．24区　２．0区

8.　地域における在宅医療・介護連携に関する目標の設定
について

2 2 1 1 2 1 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 2 1 1 2 １．15区　２．9区

9.　地域における在宅医療・介護連携の取組を評価する 2 2 1 2 1 1 1 2 2 1 1 1 2 1 2 1 1 2 1 2 1 1 2 2 １．13区　２．11区

10.　在宅医療・介護連携推進事業の進捗管理について 1 1 1 2 1 1 2 2 1 1 1 2 1 1 2 1 1 2 1 2 2 1 1 1 １．16区　２．8区

７：対応策の進捗状況
1.　対応策について具体化されていない
2.　対応策が具体化されている
3.　対応策が実施され、評価及び改善を行っている

2 2 2 1 3 3 3 3 2 3 2 3 2 3 3 3 1 2 3 2 3 1 2 2
１．3区
２．10区
３．11区

カ　医療・介護関係者に
向けた多職種研修

１：多職種研修の実施 開催回数 3回 1回 3回 1回 1回 0回 1回 1回 0回 1回 3回 3回 1回 4回 3回 2回 1回 1回 2回 1回 1回 1回 1回 3回 0～4回

1.　区役所や医療・介護関係団体が既存で実施している地
域住民に向けた普及啓発の取組の整理やニーズの確認 1 1 1 2 1 1 1 1 3 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1

１．21区
２．2区
３．1区

2.　在宅医療や介護で受けられるサービス内容や利用方法
についての周知・啓発 1 2 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1

１．21区
２．3区
３．0区

3.　終末期ケアや在宅での看取り等終末期に関連した情報
についての周知・啓発 1 2 2 2 1 1 1 1 3 2 2 1 2 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1

１．16区
２．7区
３．1区

在宅医
療連絡
会議・
介護関
連事業
者等連
絡部会

区役所　アイカキ

ア　地域の医療・介護の
資源の把握の取組状況

１：区での情報収集（アンケート調査・関係機関へのヒアリング・既存のリストの活用）

1.　H30年度以前に作成済
2.　H31年度（R元年度）に作成済
3.　R2年度に作成予定
4.　作成しない

イ　在宅医療・介護連携
の課題の抽出と対応策の

検討

会議名称

多職種
連携

ワーキ
ンググ
ルー
プ・区

民啓発
ワーキ
ンググ
ループ

リーフ
レット
作成

ワーキ
ング・

研修企
画ワー
キング

病院部
会

在宅医
療連携
を推進
する会
実務者
会議

―

鶴見区
在宅医
療・介
護連携
相談室
定例会
議

―

大正区
在宅医
療・介
護連携
推進実
務者会

議

― ―

在宅医
療推進
会議・
教育研
修グ

ループ
ワーキ
ング・

区民啓
発グ

ループ
ワーキ
ング

在宅医
療・介
護連携
推進会
議ワー
キング
グルー
プ会議

５：実施状況

１．H30年度以前に実施した
２．H31年度（Ｒ元年度）に実施
した
３．Ｒ2年度に実施予定
４・実施に向けた具体的な準
備・調整はしていない

６：会議の内容について

１．あてはまる
２．あてはまらない

キ　地域住民への普及啓
発

１：実施状況

１．既に実施している
２．現時点では未実施だが、実
施に  向けて準備している
３．実施の予定はない

実務者
部会

コアメン
バー会
議・啓
発ワー
キング
（講演
会）・啓
発ワー
キング
（連携
シート）

住吉ど
らやき
の会・
ミニど
らやき
の会

東住吉
区在宅
医療連
絡会実
務者会

議

広報ひ
らの特
別号作
成ワー
キン

グ・連
携マ

ニュア
ル作成
ワーキ
ング

シンポ
ジウ

ム・多
職種連
携研修
ワーキ
ング・
シンポ
ジウム
登壇者
打合せ

―

研修
ワーキ
ング・
啓発

ワーキ
ング

―

Aグ
ループ
（区民
にACP
を知っ
てもらう
ための
「私たち
の人生
会議」・
Bグ
ループ
（病院
から在
宅、そし
て看取
りまで
「思いを
つなぐ」
ACP

認知症
支援
ネット
ワーク
会議・
認知症
初期集
中支援
推進事
業関係
者会
議・意
思決定
支援
ワーキ
ンググ
ループ
会議

参考資料



北 都島 福島 此花 中央 西 港 大正 天王寺 浪速 西淀川 淀川 東淀川 東成 生野 旭 城東 鶴見 阿倍野 住之江 住吉 東住吉 平野 西成 集約

1.　区民が必要とする切れ目のない在宅医療・介護のサービス提供体制のニー
ズ、あり方の検討 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 3 1 1 1 1 3 1

1. 21区　2.1区
3.2区　4. 0区

2.　主治医・副主治医制の導入・推進に向けた取組 1 1 4 1 1 4 4 1 4 1 1 3 4 1 3 4 1 1 4 1 1 4 4 4
1. 12区　2.0区
3.2区　4. 10区

3.　在宅療養中の利用者の急変時診療医療機関や後方病床の確保に向けた取
組 1 1 1 1 1 1 4 1 3 1 1 4 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 4 3

1. 18区　2.1区
3.2区　4. 3区

4.　訪問診療・往診を提供する医療機関と訪問看護St.との連携体制構築への取
組 1 1 1 1 1 2 3 1 1 1 1 1 1 1 1 4 1 1 1 1 1 2 4 1

1. 19区　2.2区
3.1区　4. 2区

1.　医療・介護関係者間で共有すべき情報や情報共有のニーズ、共有方法の検
討 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1

1. 23区　2.1区
3.0区　4. 0区

2.　現在使用されている情報共有ツールやその活用状況の確認 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3 1 3 1 1 2 1 1 1
1. 20区　2.2区
3.2区　4. 0区

3.　地域で充実又は作成するべき情報共有ツールの検討 2 1 3 1 2 1 1 1 3 1 1 1 1 1 4 3 3 1 1 1 1 1 2 1
1. 16区　2.3区
3.4区　4. 1区

4.　情報共有ツールの導入や利用促進 3 2 1 1 2 1 1 1 3 1 1 1 1 1 1 1 3 1 2 1 2 1 2 1
1. 16区　2.5区
3.3区　4. 0区

5.　４で導入した情報共有ツールの活用状況や効果についての評価や改善 3 4 1 2 3 1 1 1 4 1 3 2 3 3 4 3 4 3 3 1 2 1 2 3
1. 7区　2.4区
3.9区　4. 4区

6.　その他（エ）に該当すると思われる取組　（下欄に具体的に記載）

入退院支援
の手引き多
職種研修会
を複数回実
施

医療介護専
用（ＳＮＳ（メ
ディカルケ
アステー
ション）の普
及を推進し
ている

情報共有
ツールを
ホームペー
ジ上からダ
ウンロード
可能にして
いる。医薬
連携・医科
歯科連携・
病院・在宅
連携の情報
共有ツール
を考慮中

在宅医療・
介護連携相
談シートの
配布と利用
状況の確認

当区病院窓
口一覧　情
報掲載

Aケアカード
システム

介護支援専
門員に対す
る退院支援
研修

・多職種連
携シートの
作成
・H30年度
に情報共有
シートの評
価は実施し
たがその後
の評価は実
施ていない
ので活用状
況について
確認してい
く

情報共有
ツールは統
一できてい
ないが、
個々で利利
用、活用さ
れている

区内のツー
ルを望む声
と同時に大
阪市共通
ツールを望
む声も把握

医療と介護
それぞれの
活用状況の
把握

連携シート
及び連携に
ついてのア
ンケート調
査報告書を
作成し、関
係機関に配
布した

連携シート
の活用状況
のアンケー
トを研修会
にて実施。

1.　相談受付・支援する人材の育成（研修会の受講や実施） 1 1 1 1 1 1 1 1 3 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
１．22区　２．1区
３．1区　４．0区

2.　相談員と区内の医療・介護関係者との関係構築（地域包括ケアに関連する会
議への参加等） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

１．23区　２．1区
３．0区　４．0区

3.　その他（オ）に該当すると思われる取組　（具体的に記載）

在宅リハビ
リ連絡会な
どの連絡会
にオブザー
バーとして
参加

大阪市の動
向の把握
・各区相談
支援室間の
交流・意見
交換の場も
必要と考え

ます。

事例検討
会・誰もが
集える居場
所づくり“ま
ちの保健
室”を毎月
開催

医療と介護
の連携のた
めの地域診
断ワーキン
グを毎月開
催

研修会情報
を載せた広
報誌（ハー
モニー）を
作成し、医
療介護関係
者に配布し
ている。

在宅医療介
護連携推進
会議の参
加、ヘル
パー勉強
会、各種委
員会への参
加。

診療所医師
よりターミナ
ルでのサー
ビス導入相
談にて病院
（退院支援
看護師）と
協働支援

※2

・地域ケア
会議等に参
加
・各関係団
体が開催す
る会議には
積極的に参
加し、情報
共有や連携
強化に取組
んでいる。

関係者と顔
を合わせた
時は、情報
を共有でき
る時間を作
る。

地域ケア会
議、認知症
支援会議で
課題の把
握、相談
ケース振返
り会により
相談ケース
の課題・問
題を医師会
側も把握

各団体の関
係者に依頼
し面談の
上、それぞ
れ個人とし
て医介連携
に対しての
困り事や課
題の聞き取
りを行った

受託法人　ウエオ

（
ウ

）
切
れ
目
の
な
い
在
宅
医
療
と
在
宅
介
護
の
提
供
体
制
の
構
築
推
進
の
取
組
状
況
に
つ
い

て

（ウ）に関連する取組の
実施状況について、該
当する選択肢番号を入

力してください。

1. H30年度以前に実施
している

2. R元年度に実施して
いる

3. R2年度以降に実施予
定

4. 現時点では未着手

5.　その他（ウ）に該当すると思われる取組　（具体的に記載）

前年度から
の活動の継
続。区内病
院の退院支
援カンファ
レンスの参
加
緩和ケア地
域連携会議
質問２：北
区医師会は
在宅患者緊
急連絡網で
担当日に緊
急連絡担当
医が対応。
大淀医師会
は訪問診療
に携わる医
師同士で協
力サポー
ト。

（
オ

）
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
に
関
す
る
相

談
支
援
の
取
組
状
況
に
つ
い
て

（オ）に関連する取組の
実施状況

実施状況

1. H30年度以前に実施
している

2.,R元年度に実施して
いる

3. R2年度以降に実施予
定

4. 現時点では未着手

病院と在宅
医介関係者
によるどら
やきの会に
て様々な課
題の検討と
情報共有を

行う

R元年度よ
り病院連絡
会を定期的

に開催。

多職種ネッ
トワーク会
議で課題の
把握と討

議。退院支
援に関する
研修を実

施。患者が
確実に紹介
医に戻るた
めの病院へ
の働きか

け。訪問看
護へ入退院
支援におけ
る問題点の
聞き取り調

査。

Aケアカード
システム・
ブルーカー
ドシステム
によりでき

ている

病ー在連
携、医ー介

連携

入退院支援
の研修会
（病院関係
者とケアマ
ネジャー）
や、療養中
の医療・介
護連携の研
修会（医師・
訪問看護
師・ヘル

パー・ケア
マネー

ジャー）を実
施

※1
病病連携、
病診連携

集まれる人
で情報交換

会

えむカフェ
（医療と区
民の垣根を
取り払って
対話できる
「場」つくり）

主治医、副
主治医制に
ついては、
検討は終了
しているが
未実施の状

態。

（
エ

）
医
療
・
介
護
関
係
者
の
情
報
共
有
の
支
援
の
取
組
状
況
に
つ
い
て

（エ）に関連する取組の
実施状況

実施状況

1. H30年度以前に実施
している

2.R元年度に実施してい
る

3. R2年度以降に実施予
定

4. 現時点では未着手

病院―在宅
チーム間連
携　（福島
区内びゅい
ん連携部会
立ち上げ・
「入退院支
援」研修会
開催・「在宅
医の立場か
ら考える意
思決定支
援」講演会
講師実施な

ど）

ICT(このは
ネット）加入
者の増加。
災害時を想
定した医

材・薬剤の
備蓄につい
ての提携を
区役所・基
幹病院と一
丸となり取
り組んでい

る。

中央区地域
ケア研究集
会（平成23
年度から毎
年継続）は
病院・施設
を含めた

医療介護従
事者・行政・
地域包括に
加え当事者
の参加も実
現。行政、
地域包括と
の連携強化
により参加
職種も増

え、共に作
る協働事業

に深化。

病院の勤務
医・看護師
を対象に

「在宅医療
のススメ」と
いう研修会
を、区内4つ
の急性期病
院と近隣区
の1つの急
性期病院に
て、区内の
在宅医が講

師となり
行った。

東成区病
病・病診連
携会の実

施、
東成区居宅
介護支援事
業者連絡会
との交流会

の実施

※1

・歯科医師会と連携し、研修会の企画開催、歯科衛生士への在宅医

療に関するアンケート調査用紙作成。

・区役所保健師と訪問看護師との交流会

・医師会と居宅介護支援事業所連絡会との合同研修会（3師会・訪問

看護連絡会も参加）

・居宅介護支援事業所連絡会と訪問看護ステーション連絡会との合同

研修会

・各団体（職種）における医療介護連携課題と対応策に関するアン

ケート調査実施

・東淀川チームACPにおいて、専門職・地域住民へのACP普及啓発

※2

地域包括、ブランチ、見守り相談室、ケアマネジャー等からの困難事

例も各部署と協働しながら支援している。

・対象者にとらわれずに医療につなぐことが必要なケースについては

関係機関と支援している。


